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近年移動スーパーやフードトラックなど移動店舗の利用が広がってきている．今後自動運転が普及し，これま
で以上に車内空間の使い方の自由度が高くなることで，既存サービス以外にも様々な業種で移動店舗が活用さ
れていくと考えられる．そこで本研究では，スーパー，飲食業，フィットネスジムの 3業種についてWebアン
ケートを用いた SP調査を行い，利用場面や様々な属性が選好に与える影響について分析した結果について示す．
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1. はじめに

2007年に DARPA Urban Challenge1) で市街地コース
を走破して以降，自動運転の開発が急激に加速してい
る．自動運転技術を搭載したモビリティサービスを活
用することで，交通事故や各個人が負担する移動コス
トの低減，交通渋滞の緩和といった交通に直接的に関
わる指標だけでなく，雇用や居住地といった人々の生
活，駐車場の配置や必要道路幅の減少に伴う空いた公
共空間の活用など，街そのものにも大きな影響を与え
ると予想されている2)．また自動運転車の活用は，モビ
リティサービスだけでなく，自動運転トラックによる
長距離輸送やラストマイル配送，さらには医療サービ
スを提供する移動空間など今後広がっていくことが予
想される3)．
移動店舗や移動できる空間の活用は，世界的に少し

ずつ広がってきている．例えば東京都におけるフード
トラックの数は 2010年の 1,741店舗から 2017年には
3,397 店舗と約 2 倍に増加している4)．アメリカでも，
2018年のフードトラック事業の数は 5,970で 2013年の
3,281からほぼ倍増し，フードトラックの売上高は 2012
年から 2017年の間に 6億 6050万ドルから 12億ドル
に 79%増加している5)．また移動スーパーに関しても，
日本全国で移動スーパーを運営しているスーパーマー
ケットが 2013年の 3.9%6)から 2021年には 33%7)と大
きな広がりを見せている．近年では，都内でも導入さ

れ始めており，今後は買い物弱者ではない層にも利用
が広がる可能性がある．移動店舗を活用したサービス
は，移動販売だけに留まらず，移動オフィス8)や移動診
療所9) など様々な業態で注目されている．その他にも，
高齢者や移動が困難な住民に対する福祉や教育を目的
として，移動図書館，移動美容院，移動博物館などが
従来より地方自治体を中心に運営されてきた10)．今後
自動運転が普及し，これまで以上に車内空間の使い方
の自由度が高くなることで，既存サービス以外にも様々
な業種で移動店舗が活用されていくと考えられる．
これまでの移動店舗に関する研究は，中山間地域等
の買物弱者が居住する地域を中心に，移動スーパーの
利用者や事業者に対するアンケートやインタビューに
基づく調査が数多く行われてきた11),12),13)．しかしなが
ら，近年移動スーパーが展開され始めている都内など
代替手段が存在するの地域での活用の仕方は，代替手
段がない地域とは異なる可能性があるが，このような
地域での利用に関する調査はほとんど行われていない．
またこれまでの調査は，移動スーパーを実際に利用し
ている人に対して行われることが多く，ネットスーパー
や実店舗との違いに着目した研究は少ない．さらには
今後増えてくることが予想されるサービスを提供する
移動店舗に関して研究している例はほとんどなかった．
そこで本研究では，フードデリバリーやフードトラッ
クなどが都会を中心に普及しつつある飲食業，中山間
地域を中心に移動スーパーが普及しつつある日用品の
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買物を担うスーパー，これまでほとんど移動店舗が事
業化されていないサービスとしてフィットネスジムの 3
種について，選好意識調査 (stated preference survey,以
後 SP調査)を行い，3大都市圏および地方都市居住者
の利用場面や店舗までの距離など様々な属性が実店舗，
移動店舗，オンラインサービスの選好に与える影響を
明らかにすることを目指す．本稿では，今回行った 3業
種に関する SP調査の概要と，飲食業に関する分析結果
について報告する．

2. 既往研究

(1) 移動販売
これまで移動販売に関する研究は，インタビューやア

ンケート調査を中心に様々行われてきた．谷本ら11)は，
中山間地域の 65歳以上の高齢者へのアンケートに基づ
き，活動能力と移動店舗を含む買い物手段選択確率を
モデル化した．また中山間地域での移動販売サービス
の顧客層や価値認識を分析した研究も行われている14)．
伊勢ら12),15)は，移動販売を含む移動支援サービスの導
入による副次的な影響として，外出頻度が減少するこ
とを明らかにした．高齢化が進む地方都市における移
動スーパーの実地調査も行われている13)．その他，移
動販売のルート16)や立地モデル17)，空間利用18)に関す
る研究も行われている．これらの既往研究の多くは，特
定の地域や年齢層の移動スーパーなど特定の移動販売
の利用に対する調査であるのに対し，本研究は 1)幅広
い地域，年齢層に対する調査である点，2)現時点の利
用有無に関わらず調査している点，3)実店舗，オンラ
インサービス，移動店舗を比較調査している点，4)同
じ被験者に対し，異なる業種（スーパー，飲食，フィッ
トネスジム）について調査している点が異なる．

(2) オンラインショッピング
オンラインショッピングに関しても，様々な調査がさ

れている．植田ら 19)は，買い物内容や実空間での外出
目的とオンラインによる買い物への移行の関係や，オ
ンラインショッピングを前提とした実店舗の利用の変化
について調査した．染谷ら20) は，書籍購入を対象とし
て消費者の購買行動を分析し，実店舗での商品の入手
困難性や実店舗の不満などがオンラインでの購買行動
に影響を与えていることを示した．谷口ら21) は，大学
生を対象にオンラインショッピングが，日常活動のアク
ティビティチェインに与える影響を調査し，衣類や日
曜雑貨・アクセサリーの購入は他の行動を促進する効
果があり，これらの購入行動のオンライン化が街への
滞留に与える負の影響が大きいことを示した．これら
の研究はオンラインショッピングと実店舗，日常活動と

の関係について調査した研究であり，移動店舗との関
係は調査していない．

(3) アンケート調査のバイアス軽減
アンケートを用いた SP 調査は，観測データに基づ
く調査ではできない，現状存在しない選択肢に関して
も容易に推計できるという長所がある反面，バイアス
があることが従来より指摘されている22)．森川ら23)は，
RP(Revealed Preference)調査データも同時に収集できる
場合に，RPデータと SPデータを同時に用いる推計方
法を提案した．アンケートやクラウドソーシングのマ
イクロタスクなど人の回答データからバイアスを軽減
する方法は様々な分野で提案されている．Prelec24) は，
通常の設問とその設問に対する他の回答者の回答を予
測させる設問とを組合せることでバイアスを軽減する
ベイジアン自白剤（Bayesian Truth Serum）を提案した．
原 25), Hara26)は，拡張したベイジアン自白剤を提案し，
交通サービスの支払い意思額の表明行動の調査に適用
した．Oyama et al.27)は，クラウドソーシングにおいて
ワーカーに回答の確信度を回答させることで，タスク
の真の答えの推定精度を向上させる手法を提案した．本
研究では，SP調査のバイアスを軽減するために，通常
の選好性を問う設問に加え，Prelecが提案したベイジア
ン自白剤と同様の他の回答者の回答を予測する設問を
追加した．

3. SP調査設計

(1) 調査目的
本研究で実施した調査の目的は，店舗までの距離や
価格などの属性が実店舗，移動店舗，オンラインサービ
スの選好に与える影響を明らかにすることである．サー
ビスを利用する際の文脈も，選好に大きな影響を与え
る可能性があるため，いくつかの典型的な利用場面を
設定し，様々なサービス内容の移動店舗や実店舗，オン
ラインサービスに対する選好を尋ねる SP調査を行う．
利用者の選好性は，サービスが取り扱う商材によって
異なることが予想されるため，本調査では業種として，
すぐに消費する商品を取り扱う飲食業，日常的に消費
する商品を取り扱うスーパー，商品ではなくサービス
を取り扱うフィットネスジムを選び調査を行う．

(2) 調査概要
本研究で実施した実験の概要を示す．調査会社を通
じたWebスクリーニング調査により，3大都市圏（東
京都，埼玉県，千葉県，神奈川県，愛知県，大阪府，京
都府，兵庫県）または地方都市（３大都市圏以外の都道
府県）に居住し，交通手段として主に自動車または公
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表–1 飲食業の利用場面と店舗属性

利用場面/属性 フードトラック 飲食店 フードデリバリー
利用日 平日,休日
時間帯 12時, 19時
利用人数 一人,複数人
店舗までの距離 [km] 0.1, 0.5, 1.0 0.1, 1.0, 5.0 —
平均価格（昼食） [1000円] 0.5, 1, 1.5 0.5, 1, 1.5 0.75, 1.5, 2
　　　　（夕食） [1000円] 1, 3, 5 1, 3, 5 1.5, 4, 6
待ち時間1[分] 1, 5, 15 10, 20, 30 15, 30, 60
着席場所の有無 なし，公共ベンチ あり —
メニュー数 人気上位 3種，全 30種 全 30種 人気上位 3種，全 30種
駐車場の有無 あり，なし あり，なし —

1 店舗訪問または注文から料理提供までの待ち時間　　　　　　

共交通機関を利用している被験者をそれぞれ約 300名
集めた．その後，実験用Webサイトを用いて各被験者
に，飲食，スーパー，フィットネスジムの 3業種につい
て，実店舗，移動店舗，オンラインサービスの利用に
関する質問に回答してもらった．
被験者は，まず年齢や性別，主に利用する交通手段

や，同居する人の構成，世帯年収，コロナワクチン接種
の有無といった，被験者自身に関する選択形式の質問
に回答する．その後，3業種の利用に関する質問に回答
する．その際，被験者ごとの移動店舗に関する知識の
差を軽減するために，質問の回答前に各業種の移動店
舗に関して画像と説明文を提示した．さらに被験者に
とって分かりやすいと予想されるフードトラック，移動
スーパー，移動フィットネスジムの順に回答してもらう
ことで，移動店舗の理解を深めてもらった．また回答す
る際にCOVID-19の影響を軽減するために，COVID-19
が流行する以前または収束後の状況を想定して回答す
るよう促した．
各業種に関して被験者には，サービスを利用する状

況と，実店舗，移動店舗，オンラインサービスの中か
ら 2つの形態が提示さる．それに対し被験者は，それ
ぞれの距離，価格や品揃えなど属性に基づき，どちら
の形態を利用したいかと，他の被験者が同じ選択をし
た割合の予測値を回答する．各被験者が回答する設問
は，利用場面，形態の組合せや属性を変えた 6問を 3業
種，計 18問用意した．各業種の 1問目は，ベイジアン
自白剤スコアを計算するために共通の設問とした．各
被験者に提示する店舗形態の組合せおよび属性の水準
は，実験計画法に基づく直交表を用いて組合せを設定
した．
飲食業に関して考慮した属性と利用場面を，表 1に

示す．利用場面は，利用日/時間帯/利用人数の 3種用意
した．また店舗の属性は，店舗までの距離/平均価格/待
ち時間/着席場所の有無/メニュー数/駐車場の有無を用意
し，各属性の水準は，飲食店，フードトラック，フード

デリバリーそれぞれで設定した．移動スーパーおよび
フィットネスに関しても，それぞれ同様に利用場面と属
性を設計した．
実際に調査で利用した設問のウェブページの例を図

1に示す．最上位には店舗の情報や利用場面の説明を配
置し，その直後に図を用いてその様子を提示する．被験
者は，説明文と図により利用場面を理解した後に，その
下に配置した 2種類の店舗形態と各属性の水準を示し
た表に基づき，どちらの店舗形態を選択するかと，他
の被験者が自分と同じ選択肢を選択する割合の予測値
を回答する．

図–1 飲食業の第 1問の回答画面
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4. 調査結果

(1) 基礎集計結果
SP調査の被験者の年齢及び性別の構成を表 2に示す．

3大都市圏およびそれ以外の地方都市に居住している被
験者は，それぞれ 663名と 666名であった．3大都市圏
に居住している被験者のうち，主な交通手段が自動車
および公共交通機関であった人数は，それぞれ 350名
と 313名であった．また地方都市に居住している被験
者については，自動車が 356名，公共交通機関が 310
名であった．居住地，交通手段，性別および年齢のど
の項目においても大きな偏りがなく被験者を抽出でき
ていることが分かる．また，被験者の居住地の都道府
県の構成を表 3に示す．表中の太字は 3大都市圏に分
類した都府県を表している．3大都市圏とその他の地方
都市でほぼ同数の被験者を集めたため，3大都市圏に分
類される都府県の被験者が多くなっているが，同じカ
テゴリ内では都道府県の人口から考えて，特に大きな
偏りは見られなかった．分析開始前に他者の回答予測
値が 0-1の間に含まれない回答者が 1名含まれていた
ため，分析から除去し，1328名を対象として分析する．

(2) ベイジアン自白剤に基づく SP調査データの前処理
本調査では，SP調査データの信頼性を向上させるた

めにベイジアン自白剤のアプローチを用いた．具体的に
は，全被験者で共通設問とした飲食業に対する第 1問目
の回答と他被験者の回答の予測を用いて回答の信頼度
を表すベイジアン自白剤スコア (Bayesian Truth Serum
Score, 以後 BTSスコア)の基準値を算出し，その基準
値以下の回答結果をフィルタリングした．全被験者数
を Nとした時，被験者 iの回答 yi（フードトラックを
選択した場合に 1,それ以外では 0）および被験者 iに
よる他被験者の回答の予測値 zi（他被験者がフードト
ラックを選択確率の予測値）を用いて，BTSスコアは
次のように計算することができる．

BTSScorei B yi · log
ȳ
z̄
+ α · ȳ · log

zi

ȳ
(1)

ここで，ȳ B
∑N

i yi/N，z̄ B
∑N

i zi/N である．また α
はパラメータであり，今回は 0.9を用いた．BTSスコ
アは，被験者がどれぐらい正直に回答したかを表すス
コアになっており，このスコアが低いことは，回答の
真実性が低いと考えられる．
飲食業の第 1問目のフードトラックの選択確率の予

測値のヒストグラムを，図 2に示す．実際に被験者が
フードトラックを選択した割合（実測値）は 0.35であ
り，この図から実測値付近を予測できた被験者も多かっ
たことが分かる．式 (1)を用いて算出した BTSスコア

のヒストグラムを，図 3に示す．この図から，BTSス
コアは大きく 2つの山があることが分かる．
そのため，各ユーザーのもつ BTSスコアを用いて k-

means法により 2つのグループにクラスタリングを行っ
た．クラスター 1は BTSスコアが著しく小さい 51名，
クラスター 2はそれ以外の 1277名と分類された．クラ
スター 1の飲食業第 1問目の他者の予測値の平均値は
0，中央値も 0であるのに対し，クラスター 2の他者の
予測値の平均値は 47.2，中央値は 50である．この結果
から，クラスター 1は他者の予測値を著しく低く見積
もるグループであることがわかる．

図–2 飲食業第 1 問目におけるフードトラックの選択確率の
予測値のヒストグラム

図–3 飲食業第 1問目における BTSスコアのヒストグラム
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表–2 被験者の年齢及び性別構成

居住地 3大都市圏 地方都市
交通手段 自動車 公共交通 自動車 公共交通
性別 男性 女性 男性 女性 不明 男性 女性 男性 女性
被験者数 [人] 186 164 174 138 1 182 174 162 148
20–29歳 [人] 35 24 32 31 31 32 31 31
30–39歳 [人] 38 33 30 29 33 33 32 29
40–49歳 [人] 44 40 50 35 48 39 39 35
50–59歳 [人] 36 36 37 27 42 36 34 29
60–69歳 [人] 33 31 25 16 28 34 26 24

表–3 居住地別被験者数

東京都 愛知県 神奈川県 大阪府 北海道 福岡県 埼玉県 千葉県 兵庫県 広島県
147 106 100 84 83 75 69 67 62 41

宮城県 静岡県 奈良県 京都府 茨城県 三重県 長野県 群馬県 滋賀県 岡山県
36 33 28 27 26 21 20 18 18 17

新潟県 岐阜県 長崎県 熊本県 鹿児島県 愛媛県 秋田県 石川県 福島県 香川県
17 16 16 15 13 12 12 12 12 11

和歌山県 栃木県 山口県 岩手県 大分県 富山県 沖縄県 島根県 宮崎県 青森県
11 10 9 9 9 9 8 8 7 7

山形県 徳島県 佐賀県 鳥取県 福井県 高知県 不明
6 6 4 4 4 3 1

(3) 多項ロジットモデルに基づく分析
a) 多項ロジットモデル
利用場面や店舗までの距離，価格などがフードトラッ

ク，レストラン，フードデリバリーの選好に与える影
響を多項ロジットモデルを用いて分析を行った．フー
ドトラック，レストラン，フードデリバリーの効用Uf，
Ur，Ud を下記の式のようにモデル化する．

Uf = δf
(
(β1 + β2xcar)xf

distance + β3xf
price

+ β4xf
time + β5xf

seat + β7xf
parking

+ β8xf
lunch + β9xf

day + β10xf
number + ε

f
)

(2)

Ur = δr
(
(β1 + β2xr

car)x
r
distance + β3xr

price

+ β4xr
time + β5xr

seat + β7xr
parking + β11 + ε

r
)

(3)

Ud = δd
(
β3xd

price + β6xd
time + β12 + ε

d
)

(4)

ここで，xおよび β，εはそれぞれ説明変数と説明変数
の係数，誤差項を表し，誤差項はガンベル分布に従う
とする．説明変数の上付き文字 f，r，dはそれぞれフー
ドトラック，レストラン，フードデリバリーを表す．δ
は，設問の選択肢にその店舗形態が含まれる時に１，含
まれない時に 0となる 0-1変数である．また下付き文字
の distance，price，timeは属性の距離，価格，待ち時間
に対応しており，それ以外の下付き文字の説明変数は
0-1変数であり 1になる場合を下記のように定義した．

• seat：店舗に着席可能なスペースがある，
• parking：店舗に駐車場がある，
• lunch：利用時間帯が 12時である，
• day：利用日が平日である，
• number：利用人数が 1人である，
• car：被験者の主な移動手段が車である．
β2 は，主な移動手段が車である場合の距離の交互作
用に関する係数であり，β4と β6は共に，待ち時間の説
明変数の係数であるが，フードデリバリーの待ち時間
と，店舗やフードトラックの待ち時間とでは意味合い
が少し異なるため別の係数とした．また利用場面に関
する説明変数の係数 β8，β9，β10については，フードト
ラックでの影響を見るために，フードトラックの効用
関数にのみ入れた．β11，β12はそれぞれ，レストランと
フードデリバリーの選択肢固有定数である．
設問 iにおいて店舗形態 jを選択する確率は，このモ
デルにより下記のように計算できる．

P(i, j) = δ j
i exp(U j

i )/
∑

k∈{f,r,d}
δk

i exp(Uk
i ) (5)

ここで U j
i は，設問 iの店舗形態 jの属性値や利用場面

などを代入して計算される効用である．
設問 iの被験者 kの回答を yik，被験者数をN，一人当
たりの設問数をMとすると，説明変数の係数は下記の
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対数尤度を最大化する係数を求めることで推定できる．

arg max
β

N∑
k=1

M∑
i=1

− log(P(i, yik)) (6)

b) BTSスコアを用いたデータの前処理の妥当性評価
飲食業の SP調査データを用いて推定した結果を，表

4に示す．推定は，全被験者，BTSスコア上位のクラス
ター 2，BTSスコア下位のクラスター 1を用いて行っ
た．BTSスコア下位のクラスター 1を用いて推定した
場合，距離の係数が正であることから，距離が離れる
ほど効用が増加するというモデルとなっていることが
分かる．しかしながら，レストランなどは距離が近い
ほど利用されやすいのが一般的であることから，この
モデルは信頼性が低いと予想される．また，このクラ
スター 1は被験者数が少ないという要因があるものの，
多くのパラメータの符号が直感と異なる符号を与えて
おり，信頼性の低い被験者集合であると考えられる．
一方で，これらの信頼性の低い被験者を除いた，BTS

スコア上位のクラスター 2の被験者で推定したモデル
では，距離の係数が負になっており，この点が修正さ
れたことが分かる．また，全被験者を用いてモデルを
推定した場合よりもクラスター 2のモデルの方が自由
度調整済み尤度比が高く，多くのパラメータで 5%水準
で有意になっていた．これらのことから，BTSスコア
を用いてフィルタリングすることで，これまでの SP調
査のように全サンプルを用いる場合に比べ，モデルの
信頼性を向上することが確認できた．
c) モデルに基づく飲食業の移動店舗に関する分析

BTSスコア上位のクラスター 2の観測結果を用いて
推定したモデルにより得られた解釈について述べる．店
舗までの距離の影響は，主な移動が自動車かどうかで変
わることが分かった．またフードトラックは，平日/昼
食時/一人での食事の内 2つ以上利用場面が揃うと，レ
ストランやフードデリバリーの固有定数と近い値にな
ることから，他の条件が同じ場合には，これらの条件
下ではレストランやフードデリバリーと少なくとも同
等に選択されやすくなることが分かった．その反面，休
日の夕食時での複数人による食事には，他の形態に比
べフードトラックは選択されにくいことも示唆してい
る．駐車場の有無や座る場所があるかなどに関しても，
店舗の選択に影響を与えていることがモデルにより示
された．フードトラックやレストランの待ち時間に関
しては，待ち時間が長いほど選択されやすくなるモデ
ルとして推定されており，現状のモデルでは解釈が難
しい結果となっているが，その他の係数の符号に関し
ては妥当な符号に有意になっていると言える．

5. おわりに

本研究では，フードデリバリーやフードトラックな
ど都会を中心に普及しつつある飲食業，日用品の買物
を担うスーパー，これまでほとんど移動店舗が事業化
されていないサービスとしてフィットネスジムの 3種に
ついて，利用場面や距離，待ち時間など様々な属性が
選好に与える影響について，ベイジアン自白剤のアプ
ローチを導入した SP調査を行った．本稿ではまず，飲
食業に対する選好への影響について，BTSスコアを用
いてフィルタリングしたサンプルを用いて推定した多
項ロジットモデルにより分析を行った．その結果，BTS
スコアを用いることで，モデルの信頼性が向上するこ
とが確認できた．また，フードトラックは平日/昼食時/
一人での食事の利用場面で選択されやすいことがモデ
ルにより示された．主な移動手段が自動車かどうかが，
選好に大きな影響を与えることも分かった．しかしな
がら，フードトラックやレストランの待ち時間に関し
て符号が妥当でないなど，今後モデルの修正が必要で
あることも分かった．さらに，居住地や年齢などの影響
についても分析を行っていないため，今後分析を行う
予定である．また，SP調査を行った 3業種のうち，飲
食業に関してのみ分析を行った結果を報告したが，同
様の分析をスーパーやフィットネスジムについても行っ
ていく予定である．

謝辞： 本研究は，東京大学情報理工学系研究科次世
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表–4 推定結果
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